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鋼製飛翔体の中速度衝突を受けるコンクリート版の

衝撃応答解析に対する改良版個別要素法の適用性
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In this study, applicability of a refined distinct element method (Refined DEM) to simulation of moderate velocity 

impact phenomena between a steel projectile and a concrete slab was investigated. Firstly, two simple phenomena, a 

perfectly elastic collision and a perfectly inelastic collision were simulated and the validity was conflillled. Next, a 

stress-strain model was improved to enhance the analysis accuracy. Energy consumption due to compression failure 

and tension softening of concrete was introduced. Finally, the impact experiment between a steel projectile and a 

concrete slab was simulated. The analysis results generally showed good agreements with the experiment. Three 

failure modes, namely surface failure, backside failure and penetration were successfully simulated. 
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1 . はじめに

近年， 日本における竜巻発生は増加傾向にあり， 2007

年~2015年の竜巻発生確認数は， 1年あたり25件（海上竜

巻を除く）にも及ぶ！）．竜巻によって巻き上げられた飛

来物が構造物に衝突し，被害を及ぼした事例も多数報告

されている．このような背漿から，これまであまり検討

されてこなかった衝撃力に対する構造物の設計手法の確

立が望まれるようになってきており， 2013年には，原子

力発電所の竜巻影響評価ガイドが制定された互しかし

依然として，飛翔体の衝突を受ける構造物の耐衝撃設計

に関する研究成呆の蓄積は十分ではなく，特に，竜巻の

飛来物等に想定される中速度 (lOm/s~lOOm/s) の衝突に

ついて扱った研究事例は非常に少ない．中速度衝突を扱

った実験的な研究としては，別府ら列片岡ら4)による研

究があり，鋼製飛翔体を中速度でコンクリート版に衝突

させる衝突実験が行われている．数値解析を実施したも

のとしては， Kataokaら5)が，有限要素法により衝突実験

の再現解析を行い，破壊特性の分析を行っている．

耐衝撃設計手法の確立には，実験と数値解析の両面か

らの検討が必要であるが，現状では有限要素法を用いた

数値解析5)が主流である．飛来物が衝突した場合の鉄筋

コンクリート構造物の破壊モードは，局部破壊と全体破

壊の複合破壊であり，局部破壊には，表面破壊，裏面剥

離，貫通の3つの破壊モードがある4)_ 衝突速度が増加す

るにつれて，表面破壊，裏面剥離，貫通へと破壊モード

はシフトし，より大変形・大変位を伴う破壊挙動となる．

連続体力学に基づく有限要素法6)に比べ，離散体力学

に基づく個別要素法叫ま，本来，大変形・大変位を伴う

破壊挙動の解析に適した手法であると考えられる．個別

要素法を用いた衝撃応答解析の例としては，粒状体要素
を用いたものがある8),9)が，定量的な再現性については開

発途上である．個別要素法は，ばねで連結された剛体要

素の集合体として構造物をモデル化し，要素間のばねを

切断することによって破壊を表現する単純なモデルであ

ることから，有限要素法のように材料特性を詳細に表し

た複雑な構成モデルを扱うことが困難であるため，定量

的な再現性に課題を有していると考えられる10)_

一般に，個別要素法 (DEM) には剛体要素をつなぐば

ね定数を理論的に導き出すことができないという欠点が

ある．改良版個別要素法11l(Refined DEM) は，剛体ブ

ロックの要素表面をセグメントに分割し，セグメント毎

にばねを配置することによって，ばね定数を材料特性か

ら理論的に導けるようにしたものである．これまで，地

震時の組積造の破壊挙動の数値解析に適用されており，

振動解析の実績はあるが，衝突解析の実績はない．
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(a)要素表面の離散化

(b)復元ばね (c)接触ばね・ダッシュポット

図1 改良版個別要素法の概要

本研究では，改良版個別要素法を用いて鋼製飛翔体を

中速度でコンクリート版に衝突させる衝突実験5)の再現

解析を行い，衝撃応答に対する適用性を検証することを

目的としている．衝突問題に適用するのは本研究が初め

てであるため，基本的な衝突現象である完全弾性衝突，

完全非弾性衝突の再現性を確認することから始めた．ま

た，これまでは目地の引張破壊が支配的となる組積造の

地震時破壊挙動を主に扱ってきたことから 11), 圧縮破壊

に適した構成モデルではなかったため，圧縮側の構成モ

デルを改良したさらに，引張側についても，引張軟化

特性を考慮した構成モデルに改めた．改良した構成モデ

ルにより，飛翔体の変位時刻歴，速度時刻歴，コンクリ

ート版の破壊状況を再現できるかどうかを検証した．

2. 改良版個別要素法＂）

(1)概要

改良版個別要素法は，構造物を剛体ブロック要素の集

合体としてモデル化する．従来の剛体ブロックを用いた

個別要素法では，要素同上が接触した領域に仮想のば

ね・ダッシュポットを設置し，要素同士の貫入距離に基

づいた力を伝達する．力の算定の際に接触面積は考慮さ

れいないこともあり，ばね定数を理論的に決定すること

が困難である．これに対し，改良版個別要素法では要素

表面をセグメントに離散化して，それぞれのセグメント

の代表点にばね・ダッシュポットを設置する．図 1(a)の

例では，接触面を 4x4の 16個のセグメントに分割し，そ

れぞれの中心（黒丸の点）にばね・ダッシュポットを設

置する．そして，各セグメントの代表点が他の要素と連

続または接触しているかを調べ，連続または接触してい

る場合はばね・ダッシュポットを介して力を伝達するこ

ととした．各ばねは受け持つ面積（セグメントの面積）

を有することになり，セグメント毎の力のつり合い式か

ら，ばね定数を物性値から理論的に決定できるようにな

ったことが改良点である．弾性挙動は要素間に設置する

復元ばね（図 1(b)) によって表現する．もともと一体と

なって連続している要素間に設置するばねを復元ばねと

定義し，復元ばねによって連結することで一体となって

挙動するようにしている．破壊現象は復元ばねの切断に

よってモデル化している．もともと連続していない要素

同土が接触する場合や，復元ばねで連結されていた要素

間が，破壊後に再接触する場合に要素間に設置するば

ね・ダッシュポットを接触ばね．接触ダッシュポットと

定義する（図 1(c)) . 復元ばねと接触ばねのばね定数の

算定式は同じであるが，上記のように区別している．接

触ダッシュポットは衝突によるエネルギーを消散させる

ためのものであり，接触ばねと並列に設置する．以上が

概要であるが，詳細は文献 11)を参照して頂きたい．

(2)解析パラメータ

a) 要素のばね定数

要素間のばねには復元ばねと接触ばねの 2タイプが存

在するが同じばね定数としている．ばねは要素表面に対

して，法線方向 (n)と接線方拘(s)の両方に取り付けられ

る．法線，接線方向の単位面積あたりのばね定数は次式

で表される．

kn= E 
(1-記）f

丸＝
E 

2(1+v)£ 
[1] 

ここに， Eは要素の弾性係数， Vはポアソン比， fは要
素璽心から表面までの距離である．

b) 要素間のばね定数

2つの要素 A,Bが連続または接触しているとする．要

素A,Bの弾性係数をEA,Es, ポアソン比をVA, VB, 重心

から表面までの距離を £A,£Bで表す．ここでは，式[l]
で求めたばねが直列につながっていると想定し，要素間

の単位面積あたりのばね定数は次式で与えることとする．

kn= I 
£A 

＋ 
％ 

EA/(1-v~) EB/(1ー吋） [2] 

ks= 
1 

り
＋ 
％ 

[3] 

EA /2(1 + VA) EB /2(1 + Vs) 

c) 減衰係数
復冗ばねで結ばれていない要素 AとBが接触・ 再接触

した際は，要素間には接触ばねに加えて接触ダッシュポ

ットが設置される．ダッシュポットは，接触時の衝突に

よるエネルギーを消散するために導入される．

減衰定数を hとし，単位接触面積あたりの減衰係数は

次のように表わされるとする．

en= 2hふ~, C8=2h~ 
[4] 

mave = PAり+pBR,B
ここに， maveは単位接触面積あたりの要素 A,Bの質量の

和， PA,P糾ま要素A,Bの質量密度である．

(3)応力

復元ばねおよび接触ばねの法線・接線方向の伸びを(un,

Us)とすると，法線・接線方向の応力(o; r;)は次式で表さ

れる．

c,=kn凡， r=ksus [5] 

ここに，法線方向の応力は引張を正とする．

(4)破壊の取扱い

復元ばねに発生する応力が弾性限界に達すると，復元

ばねを切断することで破壊現象を表す．本研究では，引

張破壊と圧縮破壊を考慮し，法線方向の応力に制約を設

けた．詳細は4章で述べる．

(5)接触力

復元ばねは前節で定義した破壊が発生すれば消失する．

接触・ 再接触の際は，接触ばねと接触ダッシュポットが

発生する．この接触ばねは，接触しているときだけ発生

するものであるので，引張力には抵抗せず，圧縮力のみ

受け持つ．また，接線方向の接触力は，摩擦限界によっ

て制限されているとする．内部摩擦角を炒とすると次式

のようになる．
r=c+c,tanrjJ [6] 
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図4 飛翔体の速度時刻歴

(6)運動方程式

要素の運動は，重心の並進運動の運動方程式と重心回

りの回転運動を表す Eulerの運動方程式を解くことによ

って求めた．

重心の並進運動を表す 3次元運動方程式は次式で表さ

れる．

mi (t) = -mg-mz(t)+ IF(t) g [7] 

ここに， Xg(t)は時間 tにおける要素重心の変位ベクト

ル， mは要素の質量， gは重力加速度ベクトル， z(t)は
地動加速度ベクトル， IF(t)は要素間のばねとダッシュ

ポットによって作用する力の総和である．

次に，重心回りの回転運動方程式について述べる．要

素重心が原点で，要素の慣性主軸を主軸とする剛体に固

定した座標系を慣性座標系とする．慣性座標系における

角速度ベクトルro(t)は，次の 3次元の Eulerの運動方程式

を解くことによって求めることができる．

Ico(t) + ro(t) x Iro(t) = I R(t)r(t) x R(t)F(t) [8] 
ここに， xは外積を示す.Iば慣性座標系における慣性

モーメントテンソル， r(t)は要素璽心から外力 F(t)が作

用する点へと向かうベクトル（絶対座標系）， R(t)は絶

対座標系から慣性座標系へと変換する座標変換マトリッ

クスである.Iはすべての作用力によるモーメントを足
し合わせることを意味している．

(7)個別要素法の解の安定条件

亜進運動の運動方程式の加速度項の離散化に Leap-frog

法 12)を，速度項の離散化に Euler法を使用することより，

解の安定条件は次式となる.Mは計算時間間隔である．

M::::; ✓ 炉 (1-v2)/E {N五-h} [9] 

3. 完全弾性衝突と完全非弾性衝突の再現性検証

(1)概説

改良版個別要素法を用いて衝突現象を扱うのは本研究

が初めてである．そこでまず初めに，基本的な衝突現象

である完全弾性衝突と完全非弾性衝突を再現することが

できるのかを検証する．ここで完全弾性衝突とは，衝突

後の速度が衝突前の速度と大きさが同じで向きが逆とな

るケース，完全非弾性衝突とは，衝突後の速度が 0とな

る衝突と定義する．

(2)解析モデルおよび解析条件

検証に用いた解析モデルを図 2に示す．灰色で示すコ
ンクリート版に，茶色で示す鋼製飛翔体を衝突させた．

コンクリート版は，幅が 122.5cm, 高さが 122.5cm, 奥行

きが 20cmの直方体とした．鋼製飛翔体は， 1辺 9cmの

正方形断面を有する長さ 43cmの直方体とした．コンク

リート版も鋼製飛翔体も，要素分割は行わずに 1要素で

表した．要素表面に設置するばねの間隔は，飛翔体の衝

突面が l辺 9cmであるので，これを 4分割し， 2.25cm間

隔で設置した．コンクリート版については， l辺 122.5cm

を 55分割し， 2.227cm間隔とした．このように，飛翔体

もコンクリート版も，衝突面のばね間隔が等しくなるよ

うに設置した．

コンクリート版は拘束されておらず浮いた状態とし，

飛翔体に x軸方向の初速度 (70m/s) を与えて，コンクリ

ート版の中央に衝突させた．初期状態における飛翔体と

コンクリート版の距離は 2.6cmである．なお，重力加速

度は考慮していない．

解析に用いる材料特性は4章で述べる衝突実験で使用

された試験体の要素試験結果を用いた．飛翔体は，質量

8.3kg, ヤング率2.05x1011Nim互ポアソン比0.3とした．

コンクリート版は，密度 2.3x103kg/m又ヤング率

2.793x1010 Nim互ポアソン比0.2とした．計算時間間隔は，

式[8]を満たす値として 8.0x10・7sを採用した．

(3)解析ケース

解析ケースとして，ケース A,B, Cの3ケースを考え

た．ケース Aは完全弾性衝突のケース，ケース BとCは

非弾性衝突のケースである．

ケース Aでは，飛翔体とコンクリート版の間のばねを

線形に，ダッシュポットの減衰係数を 0.0とした．

ケース Bでは，飛翔体とコンクリート版の間のばねを

線形に，式[4]で定義されるダッシュポットの減衰定数を

38.0とした．次の節で解析結果を示すが，式[4]で定義さ

れる減衰定数を 0.0から徐々に増やしていき， 38.0にし

たときに初めて衝突後の飛翔体の速度が 0となった．

ケース Cでは，飛翔体とコンクリート版の間のばねを

非線形に，ダッシュポットの減衰定数を 1.0とした．コ

ンクリートの圧縮強度は 4.5xlがN/m2とし，図 3に示す

完全弾塑性型の応力—ひずみ関係を採用した．図 3 の応力
ーひずみ関係を用いても，ダッシュポットの減衰定数を

0.0にした場合は衝突後の飛翔体の速度が 0とはならず，

ダッシュポットの減衰定数を 1.0としたときに初めて衝

突後の飛翔体の速度が 0となった．

(4)解析結果

衝突前後の飛翔体の速度の推移を図 4に示す．飛翔体
とコンクリート版の間の距離が 2.6cmで飛翔体の速度が
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70m/sであるため， 0.371ms後に衝突が開始している．

a)ケース A

解析結果は図 4(a)に示すとおりであり，衝突後の速度
ば 70m/sとなり，完全弾性衝突を再現することができた．

衝突後に飛翔体の速度の向きが反転して，飛翔体のコン

クリート版への貫入が解消されると，ばねに吸収される

エネルギーは 0となる．減衰エネルギーも考慮していな

いため，運動エネルギーが保存され，衝突後の飛翔体の

速度が—70m/s になったと考えられる．

b)ケース B

ダッシュポットの減衰エネルギーにより，飛翔体の運

動エネルギーが吸収され，衝突後の飛翔体の速さは衝突

前よりも小さくなる．減衰エネルギーが衝突前の飛翔体

の運動エネルギーに等しい場合に，飛翔体の速度が 0に

なると考えられる．数値解析でも，式[4]で定義される減

衰定数を 38.0としたときに衝突後の速度が 0となり，運

動エネルギーはすべて吸収され，完全非弾性衝突が再現

できた（図 4(b)) . 図4(b)からわかるように，ダッシュ

ポットは，速度を瞬時に減少させる効果があるのが見て

取れる．なお，本研究における減衰定数は式[4]で定義さ

れたものであり，振動工学における一般的な減衰定数と

は異なることを断っておく．

c) ケース C

ケース C では，図 3 に示す完全弾塑性型の応力—ひずみ
関係を用いた．飛翔体がコンクリートに衝突して破壊す

るまでは①，破壊後静止するまでが②であり，ハッチを

付けたエリアがばねが吸収したエネルギーである．

ケース Cでは，ばねの吸収エネルギーだけでは衝突後

の速度を 0にすることができなかったため，ダッシュポ

ットも組み合わせて用いた．ばねの吸収エネルギーに加

えて，ダッシュポットの減衰定数を 1.0とすることによ

り，衝突後の速度が 0となり，完全非弾性衝突を再現す

ることができた．

図 4(b)より分かるように，衝突直後に速度が 70m/sか

ら約 56m/sまで瞬時に減少しているのはダッシュポット

の減衰エネルギーによる影響であり，その後， 56m/sか

らOm/sまで徐々に速度が低下するのは，ばねの吸収エネ

ルギーの影響である．

以上から，改良版個別要素法により，安全弾性衝突と

完全非弾性衝突の両方を再現できることがわかった．

f 
, Stress 
C 

Stress 

虞
ft 

Strain 
/ Strain 

(a)骨格曲線 (b)載荷と除荷時の経路（圧縮側）

図5 従来の応カーひずみ関係
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fc2 

Stress 

吻
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(a)骨格曲線 (b)載荷と除荷時の経路（圧縮側）

図6 改良した応カーひずみ関係
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4. 応カーひずみ関係のモデル化の改良

(1)概説

第 3章より，ばねによる吸収エネルギーやダッシュポ

ットの減衰エネルギーによって飛翔体の衝突後の速度が

変化することから，エネルギー吸収を精度よくモデル化

することが重要であることがわかった．また，ダッシュ

ポットによる減衰エネルギーは衝突時に瞬時に飛翔体の

速度を低下させること，履歴吸収エネルギーは徐々に飛

翔体の速度を低下させることがわかった．

5章で示す飛翔体とコンクリート版の衝突実験におい

て，飛翔体の速度が衝突時に瞬時に低下する現象は観察

されなかったことから， 3章の解析結果を併せて考える

と，非線形ばねの履歴吸収エネルギーが支配的であると

判断された．このことから，衝突現象を精度よく再現す

るためには，応力—ひずみ関係を適切にモデル化して履歴

吸収エネルギーの精度を高めることが必要不可欠である

ことがわかった．そこで本研究では，従来の改良版個別

要素法の構成モデルの改良を行った．

(2) 従来の応カーひずみ関係

従来の応力—ひずみ関係の骨格曲線を図 5(a)に示す．

正が圧縮，負が引張を示す．

引張側は，引張応力が引張強度fに達すると引張破壊
が生じ，ばねを切断するモデルとしており，ハッチ面積

が引張破壊による吸収エネルギーである．引張軟化特性

を考慮できておらず，引張破壊による吸収エネルギーを

過小評価している．

圧縮側の骨格曲線は，図 5(a)に示す完全弾塑性型であ

った．履歴特性は，図 5(b)のように載荷時に①→②，除

荷時に③→④という経路をとる非線形弾性のモデルとな

っていたため，圧縮破壊による履歴吸収エネルギーが適

切に考慮されていない．

(3) 改良した応カーひずみ関係

改良した応力—ひずみ関係の骨格曲線を図 6(a)に示す．

引張側は，コンクリートに特有な引張軟化特性を考慮

した. &tは引張強度に達したときの引張ひずみ， &tmaxは

引張抵抗を考慮に入れる最小の引張ひずみである．ハッ

チ面積である吸収エネルギー（単位体積当たり）に要素

間距離を乗じたものが破壊エネルギーGバこ一致するよう

に&tmaxを決定した．

圧縮側の骨格曲線は，圧縮軟化を考慮したモデルとし

た．図 6(a)に示すように圧縮応力が圧縮強度Jcに達する
と圧縮破壊が生じ，圧縮応力が炉まで減少するモデルと

した．ここでは，かを終局強度と呼ぶこととする．本論

文では簡単なモデル化となったが，今後はより詳細なモ

デル化手法を開発したい．履歴特性は，図 6(b)のように，

載荷時に①→②→③，除荷時に④→⑤という経路をとる

モデルとし，除荷時の勾配④は初期勾配①と同じとした．

このように，非線形非弾性のモデルを採用し，圧縮破壊

による履歴吸収エネルギーを考慮できるモデルとした．

5. 鋼製飛翔体の中速度衝突を受けるコンクリー

ト版の衝撃応答の再現解析

(1) 実験の概要

本章では，東電設計株式会社と防衛大学校が実施した

鋼製飛翔体とコンクリート版との中速度衝突実験りの再
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現解析を行い，改良版個別要素法の適用性を検証する．

実験装置および試験体の外観を図 9に示す．コンクリ
ート版は，幅および高さが 122.5cmで，版厚は 10,20, 

30cmの 3通りである．飛翔体は先端が直径 8cmの半球

状で，最大直径 10cm, 長さ 43cm, 質量8.3kgである．

コンクリート版の版厚と飛翔体の衝突速度の異なる 4

ケースを対象として解析を行った．ケース一覧を表 1に

示す．表 1に示す衝突速度は，提供を受けた飛翔体の速

度時刻歴から衝突時の速度を読み取ったものである．実

験で観察された破壊モードを表 1および図 10に示す．

(2)解析モデル

解析モデルを図 11に示す．灰色で示すコンクリート版

に，茶色で示す鋼製飛翔体を衝突させた．赤色は床を表

す固定要素であり，コンクリート版の底面を固定要素と

接着したなお，表 1の試験体は鉄筋コンクリートであ

るが，同じ版厚の無筋コンクリートと鉄筋コンクリート

の実験結果に大きな差が見られなかった 5)ことから，本

研究では鉄筋をモデル化せず解析を行った．

コンクリート版は，幅と高さが 122.5mで，版厚が

10cm, 20cm, 30cmの 3通りである．コンクリート内部

の破壊を考慮するために，幅3.0625cm, 高さ 3.0625cm,

図9 実験装置および試験体の外観

表 1 再現解析を実施した実験ケースおよび破壊モード

ケース 版厚[cm] 衝突速度[mis] 破壊モード

a 10 69.7 貫通

b 20 56.7 表面破壊

C 20 81.2 裏面剥離

d 30 81.9 表面破壊

”戸］(a)ケース a表面 (b)ケース表面

（貫通） （表面破壊）

(c)ケース C (左：表面右：裏面） (d)ケース d表面

（裏面剥離） （表面破壊）

図 10 実験で観測された破壊モード

奥行き 2.5cmの直方体要素を基本とし，要素を積み上げ

てコンクリート版をモデル化した．要素の配置方法を図

12に示す．コンクリートの側面（図 12(a)のx-z平面）

は， z方向（扁さ方向）には要素境界が一直線となるが，

x方向（衝突方向）には要素境界が一直線とならないよ

うに，表面側（図 12(a)の左側）から数えて偶数列目を z

方向に半個分ずらして要素を積み上げた．そのため，偶

数番列の上下端の要素は高さが半分となっている．コン

クリート版を上から見たときも（図 12(b)の x-y平面），

y方向には要素境界が一直線となるが， x方向には要素境

界が一直線とならないように，表面側（図 12(b)の左側）

から数えて奇数列目を y方向に半個分ずらして要素を積

み上げた．そのため，奇数番列の両側端の要素は幅が半

分となっている．コンクリートの y-z平面は， y方向にも

z方向にも要素境界が一直線となるように積み上げた．

奇数番列は図 12(c)のように左右端の要素の幅が半分と

なっており，偶数番列は上下端の要素の高さが半分とな

っている．要素境界が x方向に一直線となるように配置

すると，境界で亀裂が生じやすいため，一直線とならな

いように並べた．

鋼製飛耕体は，実際の先端形状は直径 8cmの半球であ

るが，最大径が 10cmであることから，平均をとり 1辺

9cmの正方形断面を有する長さ 43cmの直方体とした．

実験で破壊しなかったため，要素分割は行わずに 1要素

で表した．質量が 8.3kgになるように密度を調整した．

先端の半球形状の詳細なモデル化は今後の課題である．

初期状態における飛翔体とコンクリート版の距離は

2.6cmであり，表 1に示す衝突速度を飛翔体の初期速度

として与えた自重を考慮しており，飛翔体とコンクリ

ート版の要素は z方向下向きに重力加速度を受ける．境

界条件として，コンクリート版を支える高さ 10cmの固

定要素を考慮した．

要素表面のセグメントの分割数は4分割とした．

20 122.5 
ti> 

u. 43 I 
,t— () 
z 

↑三x I ~ 
(a)側面 (b)表面 (c)裏面

図 11 解析モデル（寸法の単位は cm)

=＝＝-
↓
 

y
 x

 

-＝＝＝＝
↓
 

z
 

z 

YJj 
(a) x-z平面 (b)x-y平面 (c) y-z平面（奇数列目）

図12 要素の配置
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(3)解析定数

解析に用いる材料特性は，衝突実験で使用された試験

体の要素試験結果を用いた．

飛翔体は，質量 8.3kg, ヤング率 2.05x1011Nim互ポア

ソン比 0.3とした．コンクリート版は，密度 2.3x103

kg/m又ヤング率 2.793x1010Nim互ポアソン比 0.2とした．

コンクリートの圧縮強度は Jc=4.5x107Nim互圧縮破壊

後の終局強度を炉=2.5x107Nim互引張強度をf戸4.5x106
N/m2とした．圧縮強度は試験体の要素試験によって得ら

れた値であり，引張強度は圧縮強度の 1/10に設定した．

終局強度は，実験結果を再現する値としてキャリブレー

ションによって決定した．

コンクリートの引張軟化特性のモデル化について述べ

る．図 6(a)のハッチ面積である吸収エネルギー（単位体
積あたり）に要素間距離を乗じたものが，コンクリート

の破壊エネルギーに一致するように最小ひずみ&tmaxを決

定した．破壊エネルギーGF[Nim]は，コンクリート標準

示方書［設計編l13)に従い，式[10]により求めた．
G戸 10(dmax)lf3:が

f 
Stress 
C 

fez 

Strain 

(a)圧縮軟化特性考慮（提案） (b)圧縮側完全弾塑性（強度 fc)
Stress 

図 13

fez 

Stress 
f, 

St『am

St『am

[10] 

I ft 
(c)圧縮側完全弾塑性（強度 fd
圧縮側が異なる 3通りの応カーひずみ関係

（引張軟化特性考慮）

ここに， dmaxは粗骨材の最大寸法[mm],店は設計基準強

度[N/mmりである．本研究では，粗骨材の最大寸法を

20mmと仮定し，店に圧縮強度を代入した．

コンクリートの材料特性にはひずみ速度依存性のある

ことが知られている 14)が，静的な要素試験で得られた物

性値を用いた場合の再現精度が最も扁かったこともあり，

本研究ではひずみ速度依存性を考慮していない．

3章の解析結果から，ダッシュポットの減衰エネルギ

ーを考慮する場合は，衝突時に飛翔体の速度が瞬時に減

少することがわかった．実際の衝突実験では，瞬時に速

度が減少する傾固は確認できなかったため，ダッシュポ

ットの減衰定数を 0.0に設定した．

計算時間間隔は，式[9]を満たす8.0xI0-7sを採用した．

(4)応カーひずみ関係のモデル化が解析結果に及ぼす影響

4 章で示した応力—ひずみ関係の妥当性検証のため，ケ

ース b を対象に，図 13 および図 14 に示す様々な応力—ひ

ずみ関係を用いた解析結果と実験結果を比較した．

a)圧縮側の応カーひずみ関係のモデル化の影響

圧縮側の応力—ひずみ関係のモデル化が解析結果に及ぼ

す影響を調べるため，図 13 に示す 3 通りの応力—ひずみ

関係を用いてケース bの再現解析を実施した．

図 13 の 3 モデルは，引張側の応力—ひずみ関係は同じ

（引張軟化特性考慮）で，圧縮側の応力—ひずみ関係のモ

デル化が異なる．図 13(a)は4章で提案した圧縮軟化特

性を考慮したものである（図 6に同じ）．圧縮強度が Jc
で，軟化後の強度を知としている．図 13(b) (c)はいず

れも完全弾塑性型であり，図 13(b)はJcを圧縮強度とし

たもの，図 13(c)は応を圧縮強度としたものである．

実験と解析結果の比較を図 15に示す．衝突時を時間 0
としている．圧縮軟化特性を考慮したモデルが，最も実

験結果に近いことが見て取れる．提案モデルは，最大変

位に至り変位が僅かに減少する約 1.7msまでの変位時刻

歴を良好な精度で再現できており，最大変位に達した後

に徐々に変位が減少する様子も再現できている．速度時

刻歴はモデルによる差が小さいが，提案モデルは約

1.7msまでほぼ実験結果に一致しており，最も再現性が

高い．提案モデルは，最大強度に達すると瞬時に強度が

下がるモデルとなっているが，時間差を伴って破壊が進

行するため，変位時刻歴は滑らかなグラフとなっている． 図15

f 
Stress 
C 

Strain 

(a)引張軟化特性考慮（提案）

f 
, Stress 
C 

f,2 

Strain 

f12 
(b)引張軟化特性非考慮．

破壊エネルギー考慮

f 
, Stress 
C 

f,2 

Strain 

(c) 引張軟化特性非考慮・破壊エネルギー非考慮

図14 引張側が異なる 3通りの応カーひずみ関係

（圧縮軟化特性考慮）
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(b)飛翔体の速度時刻歴

図16 引張側の応カーひずみ関係の解析結果への影響

完全弾塑性型の 2つのモデルは，強度の大きい図

13 (b)のモデルは変位を過小評価しており，強度の小さい

図13(c)のモデルは変位を過大評価している．

以上の比較から，圧縮軟化特性を考慮することの有意性

を確認することができた．

b)引張側の応カーひずみ関係のモデル化の影響

引張側の応カーひずみ関係のモデル化が解析結果に及ぼ

す影響を調べるため，図 14 に示す 3 通りの応力—ひずみ

関係を用いてケース bの再現解析を実施した．

図 14 の 3 モデルは，圧縮側の応力—ひずみ関係は同じ

（圧縮軟化特性考慮）で，引張側の応力—ひずみ関係が異

なる．図 14(a)は4章で提案した引張軟化特性を考慮し
たモデル（図 6,図 13(a)に同じ）で引張強度がiである．
図 14(b)は引張軟化特性を考慮していないが，ハッチを
付けた部分の面積が図 14(a)と等しくなるように引張強
度fi2を決めたものである．図 14(a)より大きな引張強度
となるが，破壊エネルギーは図 14(a)と同じである．図
14 (c)は引張軟化特性も破壊エネルギーも考慮せず，引張
強度iに達するとばねを切断するモデルであり，破壊工
ネルギーを過小評価したモデルとなっている．

実験結果と解析結果の比較を図 16に示す．破壊エネルギ
ーを考慮した図 14(a)と図 14(b)のモデルの解析結果はほ

ぼ一致しており，実験結果の再現性も高い．これに対し

て，引張軟化特性も破壊エネルギーも非考慮の図 14(c) 
のモデルの解析結果は，衝突後も変位が増加しており，

貫入を続けている．引張破壊によって吸収されるエネル

ギーを過小評価しているためであることがわかる．また，

図 14(a)(b)のモデルの解析結果がほぼ一致したことから，

衝突実験の再現解析においては，降伏強度よりも破壊工

ネルギーが支配的なパラメータであることが示唆される．

c)まとめ

以上の比較から，圧縮軟化特性を考慮することと，引

張側の破壊エネルギーを考慮することの重要性が明らか

となった．衝突によるコンクリート版の破壊現象は，圧

縮破壊と引張破壊が混合した破壊モードであることもわ

かった．本研究が提案する図 6(図 13(a), 図 14(a))の

妥当性を検証することができたので，次節では，提案モ

デルを用いてケース a~dの再現解析を行い，解析結呆と

実験結果を比較する．

(5)衝突実験の再現解析

図 6 の応力—ひずみ関係を用いてケース a~d の再現解

析を実施した．各ケースの飛翔体の変位と速度時刻歴を

図17に示す．また，解析で再現されたコンクリート版の

破壊の様子を図 18に示す．

ケース aの貫入のケースは，比較する変位・速度時刻

歴の実験結果がないが，衝突しても変位が増え続け，貫

入する様子を再現することができた．また，図 18(a)の

側面図より，飛翻体が貫入していく様子が再現できてい

るのがわかる．表面，裏面図において貫通穴が閲いてい

ないのは，飛び散ったコンクリート片が一緒に写ってい

るためである．

ケース b~dの表面破壊と裏面剥離のケースにおける，

変位および速度の時刻歴を実験と解析とで比較したもの

を図 17(b) ~ (d)に示す．ケース bでは 1.5ms以降に若干
ずれるが（図 17(b)) , ケース cとケース dでは非常に

よい一致を示した（図 17(c), (d)) . また，コンクリー

ト版の破壊モードについても，いずれのケースでも実験

と同様の破壊モードを再現することができた（図 18(b) 

~ (d)) . 以上のことから，全体として良好な再現がで
きたと考えられる．

以上のように，圧縮軟化特性と引張軟化特性を考慮に

入れた応力—ひずみ関係を用いた改良版個別要素法解析に

より，中速度衝突実験における貫入，表面破壊，裏面破

壊のいずれの破壊モードも良好な精度で再現することが

できた．
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図17 飛翔体の変位時刻歴（左）と速度時刻歴（右）の比較

。
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(a)ケース a(貫通）

(b)ケース b(表面破壊）

(c)ケース G (裏面剥離）

(d)ケース d(表面破壊）

図 18 再現解析結果（左：表面，中：裏面，右：側面）

6. 結論

本研究では，鋼製飛翔体の中速度衝突を受けるコンク

リート版の衝撃応答の数値解析に対する改良版個別要素

法の適用性について検証した．

最初に，改良版個別要素法を用いて完全弾性衝突と完

全非弾性衝突を再現できることを確認した．ばねが吸収

する履歴吸収エネルギーと，ダッシュポットが吸収する

減衰エネルギーによって，飛翔体の運動エネルギーが吸

収され，飛翔体の速度が低下することがわかった．ダッ

シュポットの減衰エネルギーは飛翔体の速度を瞬時に低

下させること，ばねの吸収エネルギーは変形とともに増

加し，徐々に飛翔体の速度を低下させることがわかった．

次に，コンクリートの応力—ひずみ関係のモデル化を改

良し，圧縮軟化特性と破壊エネルギーに基づく引張軟化

特性を考慮できるモデルを提案した．様々な応力—ひずみ
関係を用いて衝突実験の再現解析を行い，実験結果と比

較したところ，提案モデルが最も実験結果をうまく再現

できることがわかった．

提案した応カーひずみ関係のモデルを用いて，鋼製飛翔

体の中速度衝突を受けるコンクリート版の衝撃応答の再

現解析を行った．版厚と衝突速度の異なる 4ケースに対

して解析を行った結果，飛翔体の変位時刻歴，速度時刻

歴，コンクリート版の破壊モードを，良好な精度で再現

できることも確認した．

今後の課題は次の通りである．本研究で提案した応力—

ひずみ関係における圧縮軟化特性のモデル化が単純であ

るため，より詳細なモデル化をコーディングする手法を

検討したい．また，本研究では飛翔体を直方体としてモ

デル化したが，実際の飛籾体の先端部は半球状になって

いるため，より実験に忠実なモデル化を行いたい．
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